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はじめに
現代社会は急速に大きな変化をとげ､ こうした社会変化は我々の生き方・働き方 (ライフキャリア)
に大きな影響を与えている｡ 2008年秋の米国における金融危機を発端として､ 世界中に経済不況の波が
押し寄せ､ 各国で不況による深刻な雇用問題が発生し､ 社会に失業問題や貧困格差などの深刻な問題が
発生している｡ 経済不況によってもたらされた状況は､ 今に始まったことではなく､ 20世紀末のバブル
経済の破綻に端を発した不況によるマイナスの影響は､ 今日に至るまで大企業や中小企業に対し大きな
経営危機を与えている｡
こうした厳しい経済状況の中で働く労働者は､ 最少限の人数の中で多くの負荷を抱え､ 現場で日々過
酷な労働を強いられている｡ その結果､ 我が国においては､ バブル経済が破綻して以降､ 統計からも経
済不況と自殺者数の相関が明らかにされており､ 1998年以降継続して､ 年間の自殺者数が約３万人を越
えている｡ こうした厳しい労働環境の中で労働者のメンタルヘルスは悪化の一途をたどっており､ 従業
員数3000人以上の大企業においては､ ｢心の病のために１ヶ月以上休職をしている社員がいる｣ と回答
している企業は､ 77.2％となっている｡ (日本生産性本部メンタルヘルス白書2008)
日本の労働者の厳しい長時間労働を改善し､ 心身の健康をまもるとともに､ 働く人のキャリア形成を
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要 旨： 日本における労働者の長時間労働は世界においても際立っており､ その結果
メンタルヘルス不調者の増加が認められている｡ 特に中でも30代の若年労働者の
メンタルヘルス不調が目立ってきており､ メンタルヘルス不調を予防する対策が
求められている｡ そのためには､ 原因となる長時間労働を改善し､ 仕事オンリー
の生活から仕事と生活の調和を図り､ 心身の健康を保ち豊かなバランスのとれた
生活を実現することが大切である｡ オランダモデルが提示しているような働き方
を参考に､ 日本においてもいかにワークライフバランスを実現し､ 心身共に健康
でライフステージに合わせた柔軟な働き方を実現することが大切である｡
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支援するための施策のひとつとして､ ｢ワークライフバランス (仕事と生活の調和)｣ の必要性が強く叫
ばれている｡ 本稿では､ ①労働者のメンタルヘルス施策､ ②ワークライフバランスとライフキャリア形
成支援に関する２つの側面からの研究を行い､ ｢ワークライフバランス｣ の必要性とその意義について
研究し論じることとする｡
. 日本における労働者の現状とメンタルヘルス
厚生労働省､ 警察庁､ 日本生産性本部等の先行研究によるデータを分析することによって､ まず､ 日
本の働く人々の労働とメンタルヘルスの現状を分析し､ 労働者の心の病気に関する検討を行うこととす
る｡
１) 長時間労働とメンタルヘルスとの関係
平成19年における日本人労働者の年間総実労働時間は1,850時間であり､ 平成18年と比較すると８時
間増加している｡ このうち､ 常用労働者 (パートタイム労働者を除いた労働者) に関しては､ 年間総実
労働時間は2,033時間と前年に比べて10時間も増加している｡ また､ ｢労働力調査｣ (厚生労働省2008年)
によると､ 週35時間未満の雇用者が増加する一方で週60時間以上労働する雇用者の割合も高い水準になっ
ており､ 労働時間の分布が長短二極化の状態となっていることが分かる｡ 図１に示すように､ 60時間を
越える労働時間の年代別割合では､ 25歳～29歳は27.8％､ 30～34歳は28.3％､ 35～39歳は26.3％とほぼ
４人に１人の労働者が週60時間以上の労働に従事している現状が認められる｡
また､ 労働者の有給休暇の取得率を見ると､ 平成18年における年次有給休暇の取得率は46.6％であり､
有給休暇の取得率は低下傾向が続いている｡
図２に示すように､ 週当たり労働時間が50時間以上の労働者割合の国際比較の表を見ると､ 日本男性
の労働時間は28.1％､ その他の国の労働時間と比較すると､ 国際的にもいかに日本の労働者の中で長時
間労働者割合が多いかが分かる｡
２) 過労死と自殺者数
過労死とは ｢過度な労働負担が誘因となって､ 高血圧や動脈硬化などの基礎疾患が悪化し､ 脳血管疾
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図１ 年代別週60時間を越える労働時間の割合
出典：厚生労働省 ｢労働白書2008｣
患や虚血性心疾患､ 急性心不全などを発症し､ 永久的労働不能または死に至った状態をいう｣ と厚生労
働省は定義している｡
平成19年度の ｢過労死｣ 等の労災認定件数は392件であり､ これは対前年度比10.4％増となっており､
年々過労死の増加傾向が見られている｡ その特徴としては､ 約88％が１ヶ月平均の時間外労働時間数が
80時間を越えていることが明らかになっている｡ こうした結果から､ 長時間労働と過労死の相関が明ら
かである｡
また､ 日本においては働き盛りの男性の自殺率が世界の先進国と比較しても大変高いことでよく知ら
れている｡ 図３にあるように､ 日本においては､ 自殺者は1998年以降3000人を越えており､ 図４に示さ
れているように､ 世界各国と比較するといかに日本においては自殺率が高いかがよく分かる｡
また､ 警察庁の2008年の自殺者統計発表によると､ 1998年以来10年連続で３万人を越え､ 自殺の原因
としては､ 健康問題が63.3％を占めている｡ 中でも心の病気の ｢うつ病｣ が最多原因であり､ 次いで身
体の病気となっている｡ 年代別では､ 60歳以上が最多で前年比8.9％増､ 次いで50歳代､ 40歳代と続き､
中高年男性の自殺率が高い傾向が示されている｡ また､ 職業別では､ 自殺者のうち無職が57.4％と半分
以上を占めている｡ なかでも､ 自殺者数の増加率では､ 30代の男性 (生産性本部メンタルヘルス白書)
の自殺者が増加している｡ このように､ 長時間労働により､ 過労から疲弊し心身を病み､ 自殺へとつな
がる要因が存在することが推察される｡
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図２ 長時間労働者比率 (2000年)
(注) 米国データは1998年｡ 米国と日本は49時間以上働いた比率｡
原資料は ILO, Working Time and WorkersPreferences in Industrialized Coun-
tries: Finding the Balance(2004)
(資料) 内閣府 ｢平成18年版国民生活白書｣
(出所) 図録長時間労働者比率の国際比較
３) 労働者の心の病気の現状
 心の病気の増加傾向
労働者の心の病気が増加している傾向を分析してみると､ 次のような実態がみられる (日本生産性
本部のメンタルヘルス白書2007年)｡ 最近３年間の心の病気の増減傾向に関しては､ 過半数の企業約
56.1％が ｢増加傾向｣ と回答している｡ 中でも従業員数が3000人以上の大企業における心の病気の増
加傾向は66.2％に上っており､ 大企業ほど心の病気の社員が増加している傾向が見られる｡
これまでの統計より､ 過去３年間の比較を行うと､ 心の病気の増加傾向は2002年は48.9％､ 2004年
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図３ 日本の自殺者数と自殺率
警察庁統計 ｢平成17年中における自殺の概要資料｣
(出所) 自殺対策支援センターライフリンク 自殺者統計
図４ 世界の自殺率 (G８：2000年)
WHO統計 Country reports and charts available
(出所) 自殺対策支援センターライフリンク 自殺者統計
では58.2％､ 2006年は61.5％であり､ 継続してここ３年間心の病気が増加していることが明らかであ
る｡ しかし､ 2008年度は増加傾向がやや減少し横ばい､ また､ 減少傾向としている企業の割合が増え
ている｡ 増加傾向はこれまでのような上昇は見せていないが､ しかし従業員の心の病気の増加傾向は
半数以上の企業にのぼり高い水準になお留まっている｡
 年齢による相違
年齢層によって心の病気の傾向を見てみると､ ｢30代｣ と回答する企業が59.9％と最も多いのが特
徴である｡ 次に ｢40代｣ をあげている企業は21.9％であり､ これまで行われてきた生産性本部のメン
タルヘルス調査結果と比較すると､ 2002年よりも近年では30代が占める心の病気の割合が高くなって
いる｡ しかし､ この傾向は､ その他の年代の心の病気が減少したのではなく､ 相対的に近年特に30代
の心の病気が増加傾向が特徴であり､ 若年層のメンタルヘルスの悪化､ 心の病気が問題となっている｡
この傾向を従業員数で比較してみると､ 大企業ほど30歳代の心の病気の増加が見られると回答して
いる企業が多く､ 64.9％に上っている｡ また､ 1000人未満規模の企業では､ 55.1％である｡ その他､
10～20歳代の若い年齢層に増加傾向があると回答している企業は､ 少人数の規模の企業 (1000人未満)
に多く13.3％であり､ 3000人以上の規模では7.8％と少ない｡
 心の病気の原因
次に､ 心の病気の原因に関して分析してみると次の通りである｡ ①職場の人間関係 (65.8％)､ ②
業務遂行に伴うトラブルや困難 (49.1％)､ ③本人の資質の問題 (48.3％) の順となっている｡ こう
した原因を見ると､ 心の病気の主な原因は労働者が働く職場そのものにあることが明らかであること
が分かる｡ また､ その他の心の病気の原因としては､ ④重すぎる仕事の責任 (24.1％)､ ⑤家庭の問
題 (20.8％)､ ⑥長時間労働 (19.7％) の順である｡ ④や⑥に関しては､ 原因としての要因として割
合が高いが､ 仕事の質と量の両面での負荷の大きさが心の病気になる主要な原因となっていることが
ここから分かる｡
４) 心の病気と休職・復職
企業に心の病気による１ヶ月以上の休職者が何％いるかに関する質問調査 (日本生産性本部メンタル
ヘルス白書2007) によると､ １ヶ月以上の休職者がいると回答した企業が77.2％であった｡ この調査結
果からも明らかなように､ 80％近い企業には１ヶ月以上心の病気による休業者が存在していることが分
かり､ 大変多くの企業に心の病気を抱える社員が存在している実態が分かる｡
メンタルヘルス不全などの理由で休職者１人当たりにかかるコストは約422万円であるとされている｡
こうした心の病気による休職者の問題とその後の復職と職場再適応の問題は､ どの企業にとっても､ コ
スト面からも重要な解決課題となる｡ 職場復帰､ 復職のための制度として､ リハビリ出勤制度､ 復職後
の職場でのフォローなど､ 企業内においてメンタルヘルス施策が慎重に行われ､ 従業員の心の病気の再
発を防止するための真剣な取り組みが現在多くの企業で行われている｡
５) 心の病気の予防と取り組みの今後の施策
 今後の取り組みの施策
企業においては､ セルフケア､ ラインケア､ 事業場内の専門家スタッフによるケア､ 事業場外の地
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域の専門家によるケアなど ｢４つのケア｣ を中心として､ 心の病気に対する予防の取り組みが積極的
になされているが､ 今後のメンタルヘルス施策としては次のような回答が寄せられている (日本生産
性本部メンタルヘルス白書2008)｡
｢今の施策内容を継続し､ 質の面で改良をしていく｣ (46.8％)､ ｢施策の量と質の両面で拡充させ
ていく｣ (40.1％) という回答が出されている｡ 今後も､ ほとんどの企業がメンタルヘルスに関する
施策を今後も継続してさらに充実させる方向で考えていることが分かる｡
 取り組みの効果指標
心の病気の予防施策の効果に関する指標の調査 (日本生産性本部メンタルヘルス白書2008) では､
その指標として①メンタルヘルス不調者､ 休職者の減少 (87.0％)､ ②復職を成功させる率の向上
(40.1％) ③再発率の低下 (36.1％)､ ④従業員満足度の上昇 (24.5％) ⑤欠勤率の低下 (19.3％) と
なっている｡ こうした結果からは､ 単に休業者の減少だけではなく､ 同時に従業員の動機づけ､ 満足
度の向上など､ 従業員全体の状態を指標の対象としていることが分かる｡
. 日本における労働者の問題点と今後の施策
これまで､ 日本の労働者の労働時間､ 心の病気､ 自殺など先行研究のデータから､ 労働者のメンタル
ヘルスの現状に関して見てきたが､ その特徴を整理しまとめると次の点があげられる｡
１) 日本の労働者と労働環境の問題点
 日本は世界に類を見ないほどの長時間労働の国である｡
特に日本人男性の労働時間は平成19年において1,850時間､ 前年比８時間の増加､ 常用労働者に関
しては､ 年間の総実労働時間は2,033時間と前年に比べて10時間も増加している｡
国際比較によっても､ 韓国に次ぐ長時間労働が日本の男性の特徴であることが分かる｡
そして､ 週60時間以上の労働時間である者の割合も若年層 (30代) が高い｡ 労働時間の長さに加え
て､ 年次有給休暇の取得率は46.6％と半分にも満たない状態であり､ 休暇もとらずに長時間労働に従
事し疲弊している労働者の実態が明らかである｡
 日本では過労死､ 自殺者が増加している
長時間労働による過重な労働負担から健康を害し死に至る者の増加であり､ そのうちの88％が１ヵ
月平均の時間外労働時間数が80時間を越えており､ 長時間労働に従事した結果､ 健康を損ない過労死
に至ったことが推察できる｡
また､ 日本の特筆すべき特徴は､ 自殺者の増加である｡ 年間30000人を越える自殺者数をここ10年
間維持しているという不名誉な事実を世界にさらしている｡ 世界の自殺者数統計と比較してみても､
日本の中高年男性の自殺者の多さが世界的にも目立っている｡ 健康問題が自殺の原因の63.3％を占め
ており､ 中でも心の病気である ｢うつ病｣ によるものが最多原因となっている｡ こうした事実からも
いかに心の病気を防ぐかが自殺の防止と直接関係している重要事項であることは明らかである｡ この
ため､ 日本では国をあげて労働者の心の健康と自殺防止に取り組んでいる｡
 心の病気の増加と休職者
従業員の心の病気が増加しているとする企業は56.1％､ 特に3,000人以上の企業においては､ 66.2％
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に上っている｡ また､ 心の病気が30歳代の若年層に増加しているという傾向は64.9％の企業に見られ､
心の病気が働き盛りの30代の若年層に顕著な増加傾向が見られる｡
心の病気による休職に関しては､ １ヶ月以上の休職者がいる企業は77.2％であり､ 多くの企業が心
の病気のために休職している社員を抱えていることが分かる｡
以上のように､ 現在日本の産業界で働く人々の労働時間､ メンタルヘルス不調､ 過労死と自殺など
の問題要因は相互に関連しあい影響を与え合う非常に深刻な問題であり､ いかにこうした緒問題を解
決するかが問われている｡ 解決のために有効な施策を実施し､ 働く人達の心身の健康を維持し､ 時間
的なゆとりをもって健康で働くことを可能にし､ かつ日本の経済を活性化し生産性をあげることがで
きるかが､ 現在の日本における重要課題となっていることは以上のように明らかである｡
２) ワークライフバランスの実現
こうした現在のゆとりのない劣悪な労働環境の中で､ 働く人達の心身の健康を守り､ 労働へ動機づけ､
生産性を向上させるための施策のひとつとして近年世界中で注目されている施策のひとつが､ ｢ワーク
ライフバランス｣ (Work Life Balance) である｡ すなわち､ 毎日長時間労働に人生時間をほとんど費
やす ｢仕事オンリー｣ の生活ではなく､ ｢仕事と生活の調和｣ を図り､ 男女ともに ｢仕事とプライベー
トライフ｣ をとりうまく調和させることを重視した働き方・生き方を示す概念である｡
経済のグローバル化の中で､ 労働者の多様化する雇用形態と働き方に対応する施策として､ 多くの企
業に少しずつ取り入れられてきており､ 労働者の過重労働､ 過労死､ メンタルヘルス不調の予防的な効
果だけではなく､ 多くのメリットが労働者に限らず経営側にもあると考えられている｡ 前述のような厳
しい労働環境の中で労働者の心身の健康を守り､ 多様な働き方を可能にし､ 労働者のキャリアを育てる
｢ワークライフバランス｣ 施策について､ 以降詳しく論じることとする｡
. ワークライフバランス (Work Life Balance) 施策
ワークライフバランスの定義と目的は次の通りである｡ ワークライフバランス (以下､ WLBとする)
は､ いわば ｢仕事と生活の調和｣ であり､ 内閣府男女共同参画会議 ｢仕事と生活の調和に関する専門調
査会｣ は､ WLBを次のように定義している｡ WLBとは､ ｢老若男女､ だれもが仕事､ 家庭生活､ 地域
生活､ 個人の自己啓発など様々な活動について､ 自ら希望するようなバランスで展開できる状態｣ であ
る｡
WLBは仕事だけではなく､ 同様にその他の生活の充実を大切にし､ 多様性と活力ある社会の創造た
めの基盤として重視するものである｡ WLBの取り組みは現在世界各国で展開されているが､ 国によっ
て多少の意味が異なっている｡ 例えば､ アメリカでは生産性の向上のための企業戦略として発展し､ ま
た､ ヨーロッパでは労働者の当然の権利として､ WLBに取り組んできている経緯も存在している｡
昨今､ 日本においてもWLBに対する関心が高まっている理由として､ 現在の社会変化､ 労働環境の
大きな変化､ 企業と個人の関係性の変化など､ こうした社会的な背景に伴う時代の要請の中で発展して
きている｡ その背景としては､ WLBを大切にすることによって､ 何よりもまず日本男性の働き方 (仕
事オンリーの長時間労働) や仕事への取り組み方を変え､ 前述のような労働者のメンタルヘルス不全者
の増加の防止､ 少子高齢化の中での今後減少が予測されている若年労働者の維持などが目的としてあげ
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られている｡ また｡ 現在のように女性労働者が二者択一 (仕事か家庭か) のライフコースの単純な選択
を迫られることなく､ 結婚､ 出産､ 育児や介護などとともに職業を継続しキャリアを形成することが可
能な社会 ｢男女共同参画社会｣ の実現を目的としている｡
１) オランダにおける ｢ワークライフバランス｣ ―オランダモデル
かって ｢オランダ病｣ とまで言われたオランダでは､ 80年代には失業率が２ケタ､ 財政赤字はGDP
(国内総生産) 比で6.6％にまで膨れあがっていたが､ 雇用革命により90年代には､ 失業率は３％台に下
がり国別競争力比較においても､ オランダは欧州のトップになるほど､ 国を大きく立て直したことで知
られている｡ このオランダモデルは別名ダッチモデル (Dutch Model) と言われ､ パートタイム労働
革命により､ ワークシェアリングを実現し雇用を発生させ､ 20世紀末のオランダの経済不況と高い失業
問題を解決し､ 労働者のワークライフバランスを実現したことで有名な施策である｡
すなわち､ この施策は､ パートタイム労働を増やすことによって､ 失業率を低下させ経済を活性化し
ようという雇用政策である｡ その基本的枠組みとしては､ 政・労・使３者間が話し合いを重ね1999年に
その合意 (ワッセナー合意) のもと､ ①賃金の抑制､ ②労働市場の規制緩和､ ③パートタイムなど柔軟
な雇用形態の普及促進の３点が決定された｡
具体的な施策の内容としては､ パートタイムとフルタイム雇用の時間あたりの賃金と社会保険の差を
無くし､ ワークシェアリングを行った｡ そして､ 労働者はライフステージ (キャリアステージ) に応じ
て､ 柔軟にフルタイムからパートタイムに異動したり､ その反対も可能であり､ その都度雇用者と話し
合い､ 柔軟に自分の働き方を選択し仕事と生活の調和を図ることが可能な雇用システムを作った｡ 結果､
この雇用政策は雇用を弾力化し､ 平均賃金を一時低下させ雇用を増やし景気を回復させることを可能に
したのである｡
労働時間差別を禁止する法律が1996年に導入され､ パートとフルタイム労働の差別が禁止され､ 両者
の賃金格差は解消され､ 社会保険制度の差もなくなった｡ 労働者は２年毎に雇用主と話し合い働き方を
見なおし､ パートタイムかフルタイムかの働き方を柔軟に選択することができる｡ また､ 2000年には､
｢労働時間調整法―労働時間の増減の申請が可能｣ な法律ができた｡ そして､ 労働者には４つの働き方
の選択肢があり､ ①週36～38時間労働､ ②週30～35時間労働 (週休３日)､ ③週20時間労働､ ④非典型
労働 (フレキシブル労働) があり､ ライフコースに合わせて､ 育児､ 介護､ 疾病､ キャリア開発のため
の自己啓発に時間を割くことが可能になっている｡
また､ 労働時間を夫婦が短縮してパートタイム労働に従事し､ 家族との家庭生活を優先させる働き方
を選択することも可能な制度となっている｡ 例えば､ 育児期の30代の夫婦の場合には､ 夫か妻のどちら
かが１日９時間週４日のフルタイムで働き､ もう一方が週30～32時間をパートタイムで働くパターンを
とると､ 夫婦で４日働き､ 週に３日一緒に休み交代で家事､ 育児を行うということも可能である｡
このため､ 日本の女性労働者が出産にあたり ｢仕事か育児｣ かなど､ 厳しい ｢二者択一｣ を迫られる
ことがなく､ オランダ社会では男女ともに仕事と家庭生活の両立を可能とする ｢ワークライフバランス｣
を実現することができるようになった｡
日本においても､ ライフステージによって､ 男女ともに一時的にパートタイム労働に変わることが可
能であれば､ 緩やかで多様なキャリア形成が可能になり ｢仕事も育児・家事もプライベートライフの充
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実も｣ という､ ワークライフバランスのとれた生活を男女ともに営むことが可能になるだろう｡
２) 日本における ｢ワークライフバランス｣ 施策の展開
日本においても公務員､ 企業労働者の ｢ワークライフバランス｣ を図るための施策が打ち出されてい
る｡ その事例を取り上げてみてみる｡
 若年労働者の不足とワークライフバランス
女性の労働力率は先進諸国がすでにほぼ台形をなしているのに比べて､ 日本においてはＭ字カーブ
を描いており (図５)､ Ｍ字の底がこれまでよりも上昇しているものの､ 未だに30代の女性､ 30～39
歳の女性の労働力率が低下しており､ 日本では30代女性の仕事と生活の両立が困難であるという実態
が明らかである｡ 今後､ 高齢社会の中で労働力を維持し､ 経済の活性化､ 社会保障制度を維持してい
くためには､ 男女ともに自らの能力を最大限活かして働き､ 日本社会と社会保障制度を支える役割を
取らなければならない｡ このため､ いかにワークライフバランスを実現し､ 男女ともに社会において
継続して働くことが可能な社会を創造するか､ 少子化と労働力率の減少の観点からも重要な施策であ
るといえる｡
 国家公務員の事例
国家公務員が多様な働き方を選択し､ 仕事を継続しながら幼い子どもの育児を行なうことが可能な
仕事と生活のバランスを可能にするための制度がある｡ 就学前の子どもをもつ国家公務員は､ 柔軟な
勤務選択制度を利用して､ ワークライフバランスをとることを可能にしている｡ この制度には４つの
働き方の選択肢があり､ ①８時間×３日間､ ②８時間×２日＋４時間､ ③５時間×５日､ ②４時間
(半日) ×５日の４つのパターンである｡ また､ 部分休業制度があり､ ３歳未満の子どもがいる人は､
保育園の送迎のために､ ２時間を利用することが可能である｡
 企業における事例
ここでは化粧品会社の資生堂を事例としてとりあげてみる｡ 育児休業制度は法律では１年と制定さ
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図５ 女性の年齢階級別労働力率
資料出所：総務省統計局 ｢労働力調査｣
れているが､ 資生堂では希望すれば３年間取得することが可能であり､ 休業中にはネットで職場復帰
に向けたオンライン講座､ 育児情報を提供する ｢wiwiw システム｣ を設けている｡ また､ 社内に保
育施設 ｢カンガルールーム｣ を設け､ 資生堂社員のみならず近隣の会社の社員も利用できるように門
戸を開放している｡ それ以外にも､ 介護休業､ 裁量労働､ 仕事と家庭の両立を支援するメニューを取
り入れたカフェテリアプラン､ チャイルドケアプラン､ ポジテイブアクションなども実践している｡
また､ 資生堂ではワークライフバランスを実現するために､ ｢仕事の見なおし｣､ ｢両立の支援｣､
｢次世代育成｣ などの社会貢献の３つを念頭に置いたアクションプランを作成している｡ これらは従
来の両立支援から､ それらに加えて､ 男女ともに仕事と生活の双方の豊かさを実現しようという目的
を掲げて活動を行っている｡ 社員のだれもが働き方を見なおし､ 長時間労働を減らし､ 余った時間を
地域や社会に使うことは本人はもちろん､ 地域や社会へも貢献が可能であるという目的をもっている｡
こうした施策に対して95％の資生堂社員が支持を表明している｡
ここでは女性の両立支援だけではなく､ 男性の働き方 (長時間労働､ 仕事オンリーのライフスタイ
ル) が変わらない限り､ 男女共に全体が変化しないということを重視している｡ そのため､ 計画的に
業務を遂行する (上司は計画的に部下に仕事を与える)､ 仕事の優先順位をつける､ 残業は事前に申
請を行うなど､ 働き方の改善策を実行に移し､ タイムマネジメントも含めて､ ワークライフバランス
の実現に向け職場を見直す活動を積極的に行っている｡
３) ワークライフバランス施策の変化
日本においては､ ワークライフバランス施策はこれまで､ 主に女性労働者が仕事と育児・家事の両立
ができるように配慮するための施策と捉えられていたが､ 近年次第に対象が拡大され全従業員の ｢仕事
と生活の調和｣ を配慮した多様な制度やプログラムに変化してきている｡
1990年代にアメリカのフォード財団は ｢どのように仕事のやり方を変えれば､ 期待する効果が出て､
同時に私生活を充実させることができるか｣ を研究し､ その結果次のような３つの結論を得た｡ それら
は､ ①仕事と理想的な社員像についての既成の価値観､ 規範を見直す｡ ②これまでの習慣的な仕事のや
り方をみなおす､ ③仕事の効率を向上させ､ 同時に仕事と私生活の共存を支援することであった｡
こうした視点からの取り組みが積極的に行われた結果､ 今日ワークライフバランスは両立支援といっ
た福祉的施策の枠組みを超えて､ 全労働者の仕事と生活の両面から､ その質を向上させることに貢献す
る施策であるという認識に変化してきている｡ すなわち､ 世界の多様化するビジネス環境､ 労働ニーズ
に対応した新たなワークライフスタイルを確立するための取り組みに変化してきているといえよう｡
４) ワークライフバランスの取り組みとその効果―企業における取り組み
ワークライフバランスの取り組みは､ さまざまな組織において行われているが､ 果たしてその効果は
どのようなものであるかについて概観し､ 実例をあげてみることとする｡ ワークライフバランスの取り
組みの目的として､ ①仕事と家事・育児・介護などとの両立支援を目的とするもの､ ②柔軟な働き方を
支援するためのもの､ ③業務の効率化や長時間労働の是正を目的としたもの､ ④従業員の心身の健康保
持などがあるが､ ここでは､ ③､ ④を主に取り上げることとする｡
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 業務の効率化や長時間労働の是正
事例１《カミテ―多能工の育成や無駄取りの実施》
① カミテにおける取り組み
カミテでは､ 従業員を何種類もの仕事ができる多能工に育成し､ お互いの業務を代替できるよう
にしている｡ 例えば､ 従業員の休業は､ 他の従業員の分担を柔軟に見直すよい機会ととらえ､ 当該
従業員の業務を総覧して省略できる業務はやめ､ 残りの業務はまず社内での代替を検討し､ 周囲の
従業員の業務の見直しも行った上でそれぞれ割り振る (業務を見直す) ことを行った｡ また､ 日常
的に業務の ｢無駄取り｣ も行っており､ 書類のチェック体制の見直しや書類作成の単純化などに取
り組んでいる｡ カミテを参考に仕事と生活の調和への取り組みを検討する企業も見られ､ 他企業の
取り組みへの波及にも貢献している｡
② カミテにおける効果
こうした取り組みの結果､ 他の従業員の業務の見直しや若手の育成が進んだ｡ 育児や介護､ 家族
のイベントなど従業員のさまざまなニーズに応じて互いの業務の交替をすることによって､ お互い
様意識が醸成され､ 職場の管理職や従業員の意識改革につながり､ 同時に職場のチームワークが高
まった｡ また､ 長く働きたいと考える優秀な人材の採用にも効果をあらわしている｡
事例２《日立ソフトウェアエンジニアリング》
① 日立ソフトウェアエンジニアリングの取り組み
トラブルプロジェクトと長時間残業の相関が高いことから､ 活気ある職場づくりの一環として残
業削減に取り組んだ｡ ある本部では､ 21時以降残業する場合には､ 残業手続きを必要とする残業ルー
ルを始めたことをきっかけにして､ 21時以降一斉消灯を全社的に導入した｡ また､ 部下が長時間労
働とならにように管理できたかを､ 管理職の評価要素にしている｡ 個々人の業務の ｢見える化｣ を
図ったうえで作業を平準化するなど､ 業務効率化にも並行して取り組んでいる｡
② 日立ソフトウェアエンジニアリングにおける効果
いわゆる付き合い残業などが減少し､ 残業時間が２割 (月34.9時間から27.8時間へ) 減少した｡
また､ 月100時間以残業者人数も８割減少した｡ 現在､ 21時まで残業する人は１割程度であり､ 今
後は ｢20時ルール｣ への意向も検討されている
事例３《福島印刷》
① 福島印刷の取り組み
時期的な繁忙に応じて､ 通常７時間45分の勤務時間に加え繁忙期は８時間45分､ 閑散期７時間と
いう､ ３種類の所定労働時間を設定し､ メリハリのある働き方を推進した｡ 一部の部署において､
社内間で残業して業務調整を行うことを当たり前と感じないように､ 19時以降の社内間電話を禁止
するなどの工夫を行っている｡ また､ 管轄する業務をすべて洗い出して異なる部署の社員でも手伝
える業務とそうでない業務を明確化し､ 日常的に他部署からの支援を受けられる体制を整え､ かつ
業務応援を金銭に換算することで､ 従業員の生産性意識の向上を図っている｡
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② 福島印刷の効果
こうした取り組によって､ これまでの社員の超過勤務時間を４割削減することができた｡
 従業員の心身の健康保持
事例１《日立ソフトウェアエンジニアリング―就業制限による罹患率の減少》
① 日立ソフトウェアエンジニアリングの取り組み
｢脳､ 心疾患リスク回避のための就業制限措置｣ を導入し､ 健康診断結果に基づき､ 残業制限､
深夜勤務禁止､ 就業禁止等の就業制限を行っている｡ 入院や治療､ 服薬を開始すると就業制限が開
始されるが､ ３ヶ月ごとに本人の状況を見て改めて就業制限を行う場合もある｡ また､ 産業医が講
話を行い､ 健康管理意識の向上を図っている｡
② 日立ソフトウェアエンジニアリングの効果
就業制限によって､ 半年前と比較し､ 罹患者週が３割減少した｡
事例２《日本イーラリリーの従業員支援プログラムの導入》
① 日本イーラリリーの取り組み
ストレスによる健康面の変化をより早期に把握できるように､ またメンタルヘルスにおけるセル
フケアをサポートするために､ EAP (Employee Assistance Program 従業員支援プログラム)
を導入し､ 従業員の心身の健康保持を図っている｡ 年間60件程度の相談があり､ EAP が従業員に
利用されている｡ 具体的には､ 本人や家族が常時利用できるコールセンターの設置を行い､ 完全守
秘による相談のしやすさに配慮しながら専門的なアドバイスを行っている｡
② 日本イーラリリーの効果
こうした EAPを導入したことによって､ 社員からは ｢成果・貢献を重視する一方で､ 社員の健
康にも配慮しようとする会社側の姿勢が感じられた点にとても好感をもった｣ 旨の感想が寄せられ
た｡ 社員と企業が互いに育ちあう､ WIN-WINの関係性の強化に一定の効果があった｡
５) ワークライフバランスに取り組むことのメリット
企業がワークライフバランスに取り組むことによるメリットをまとめると次のような点に整理される｡
 従業員の定着を可能にする―離職率の低下をもたらす
それまで長いこと培ってきた知識や経験が失われることなく発揮され､ 新たな従業員を採用し､ 育
成するコストなどが不要となる｡
 優秀な人材の確保が可能
若年労働者は私生活を大切にすることを希望しており､ 仕事と生活の調和を図りたいという就業観
が若者の多数を占めている｡ このため､ 仕事と生活の調和を可能とするような施策は若い優秀な人材
の採用とその維持・確保に貢献する｡ 特に､ 優秀な若い人材が不足している中小企業にとっては､ ワー
クライフバランス施策は効果的であると考えられる｡
 従業員の満足度や仕事への意欲､ 企業への忠誠心の向上が図れる
従業員の抱えるさまざまなニーズに応えることにより､ 従業員の満足度や仕事への意欲が高まり､
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また企業に対する忠誠心が向上する｡
 従業員の心身の健康の保持増進
メンタルヘルス不全の社員は次第に増加傾向にあり､ その周囲の社員や業務進行にも深刻な影響を
与える｡ ワークライフバランス施策による従業員の心身の健康の保持は､ 企業の活力維持､ 向上に不
可欠である｡
 従業員の生活者としての視点や創造性､ 時間管理能力の向上
ワークライフバランスを保つことによって､ 従業員が子育て､ 介護､ 自己啓発､ 地域活動など多様
な経験をすることにより､ 生活者としての視点や創造性､ 時間管理能力の向上が図れる｡
 部下や同僚社員の能力の向上
業務分担の見直しや､ 業務応援を行い､ 時には上の役職の業務を代替する経験によって､ 部下や同
僚社員の能力の向上が図れる｡
 コスト削減
従業員の離職や病気休職などを回避することができることにより､ 少なからぬコスト削減がされる
ほか､ 長時間労働の是正によって､ 残業代や光熱費がテレワークなどの推進により､ オフィス賃料な
どが削減される｡
 生産性や売上げの向上
業務目標を下げずに業務の効率化を進めることにより､ 生産性が向上する｡ また､ 売上げの向上に
結びつくこともある｡
 企業イメージや企業評価の向上
社会的責任を果たす企業としてのイメージや評価が向上する｡ 企業の宣伝となり､ イメージが良く
なり､ 優秀な若い人材を採用することができる｡
. 日本におけるワークライフバランス社会の実現への課題
そこで今後日本において､ 今後労働者の仕事と生活の両面から､ 労働者のQality of Life を支援する
ための施策としてのワークライフバランスを発展させるためにはどのような条件が必要であろうか｡
そのために考えられる条件として､ 次の点が考えられる｡ ①長時間労働の見なおしと総労働時間の規
制を行うこと､ ②フルタイムとパートタイム労働者の雇用条件の差別の撤廃､ 均等待遇の確保､ ③有期
雇用を繰り返し行うことを禁ずることなどを法律的に整備することが必要であろう｡
①の長時間労働に関しては､ 日本においては総労働時間の規制がないために､ 若い30代の男性が週60
時間以上働く率がかってよりも増加しており､ 長時間労働による健康への弊害がでている｡ 今後ワーク
ライフバランスを整備していくためには､ 総労働時間をいかに規制する制度を設けていくかが問われて
いる｡ ②のフルタイムとパートタイムの労働条件の均等化､ すなわち正社員と非正社員の間のいろいろ
な労働条件の差をなくすことが可能かである｡ 例えば､ 同じ仕事をしているのであれば､ ｢同一労働・
同一賃金｣ の考えに従い､ フルタイムもパートも同じ賃金を支払い､ 両者の間の賃金格差を是正するこ
とである｡ そして､ 福利厚生､ 社会保険の適用においても雇用形態によって格差がうまれないような制
度が必要であろう｡ このようにワークライフバランス社会の実現のためには､ 企業の努力に加え､ 国が
働く人々の仕事と生活の調和が図れるように法律をさらに整備することによって､ 社会労働環境を改善
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することが､ 今後ワークライフバランス社会を実現させるためには不可欠である｡
おわりに
労働者が心身の健康を維持しながら､ 仕事と生活の調和を図り､ 仕事面では成果をあげ組織や社会に
貢献することを可能にするためには､ まず､ 個人の側に健康維持や業務遂行のし方､ 業務の効率化に対
するたゆまぬ努力が必要である｡ だれもが､ 働いている以上､ 賃金の多寡に関わらず仕事を通して自分
のもてる能力を最大限発揮し､ 仕事を通して人間として成長発達し､ 仕事において評価され､ 認められ､
必要とされる人材でありたいと願っている｡ そして､ 自らの人生時間を意義あるものとして過ごしたい
という人間としての基本的欲求はだれにとっても共通の心理的ニーズであろう｡
しかし､ 本稿でも取り上げ論じたように､ 日本の労働社会においては現実的に労働者が長時間労働か
ら疲弊し､ 心身の健康を崩し､ 業務過多による過労から多くのストレスを抱え､ 次第に心を病む労働者
が増加している｡ 特に若年労働者の30代に心の病気が増加しており､ また､ 自殺率の上昇率も30代が高
い (日本生産性本部メンタルヘルス白書2007) のが実態である｡ そして､ 最も憂慮すべきは､ 日本にお
いて現在も年間の自殺者が32000人を超えているという事実である｡ この事実は深刻に受け止め､ 緊急
な対策が求められている｡
このように､ 日本においては､ 仕事の中で労働者が自分を活かし精神的充足感を得られているか否か
という高次元の精神性の問題 (自己実現の課題) というよりも､ むしろ非常に次元の低い基本的な労働
安全レベルの問題を抱え日々困窮している｡ 東京近郊では､ 夜11：00を過ぎても通勤電車はラッシュア
ワーのような混雑振りをみせ､ いかに日本の労働者が長時間にわたり仕事に拘束され､ 私的で自由なゆ
とりあるプライベートな時間を与えられていないかを痛感する光景が､ 大都会の至るところに存在して
いる｡
こうした現在社会の厳しい労働環境を少しでも改善することによって､ 労働者が ｢仕事と生活のバラ
ンス｣ を取り戻し､ 仕事から解放され､ 心のゆとりをもってリラックスできる空間と時間がない限り､
心身の健康を害し､ 仕事の質とともに生活の質も次第に低下していくことは明らかである｡
現在､ 経済環境は不況の影響を受けて非常に厳しく､ 同時に産業環境は目まぐるしく急速な変化を遂
げ､ 世界規模の競争に絶えずさらされている日本企業である｡ こうした環境下ではあっても､ 労働者が
成果をあげ仕事に能力を発揮することができる環境を整えるとともに､ 過重労働に陥らず心身の健康を
維持し､ 同時に自らの私生活も大切にすることが可能な ｢ワークライフバランス｣ 施策を真剣に進めな
ければならない｡
欧米に比べて､ 日本においては現在 ｢ワークライフバランス｣ の実現に向けた法律の整備､ ライフス
テージにあわせて柔軟に働き方を選択可能にする多様な人事制度の整備が遅れている｡ 社会事情､ これ
まで長いこと培った独自の文化・習慣など多様な社会背景の相違があるものの､ 他外国､ 他企業の ｢ワー
クライフバランス｣ 事例を参考にしながら積極的に取り入れることが必要である｡ 日本の今後の少子高
齢化社会における労働力率の低下を補うためにも､ また､ 男女ともに有能な労働力の確保のためにも､
男女労働者の ｢仕事と生活のバランス｣ を大切にし､ 個人の ｢Quality of Life｣ を社会全体で支援す
る仕組みづくりが欠かせない｡ 今後､ ワークライフバランスの施策を積極的に取り入れることによって､
労働者のメンタルヘルスの向上を促進し､ メンタルヘルス不全を予防し､ 心の病気の罹患率を減らすこ
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3とを実践しなかればならないと考える｡
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